
労働保険事務組合に事務を委託されている皆様へ

一括有期事業報告書
一括有期事業総括表

令和８年度　労働保険年度更新

作成のしおり

Ｐ４を参照のうえ、事業の種類ごとに別葉にて作成。  

令和６年３月３１日以前に開始された工事は、労災保険料率  
が異なるので、別葉にて作成。  

労務費率により算定する場合、平成２７年４月１日以降に開  
始した工事は、消費税額を除いた請負金額に労務費率を乗じた  
もの。  

なお、平成２５年１０月１日から平成２７年３月３１日まで  
に開始した工事は、消費税引き上げに伴う暫定措置が適用され、  
消費税を含めた請負金額に１０８分の１０５を乗じて得た額に  
所定の労務費率を乗じたもの。  

○ 一括有期事業総括表…記入例３ → Ｐ３  

「一括有期事業報告書（建設の事業）」から事業の種類ごと  
に工事開始時期に応じた請負金額等が反映し、保険料及び一般  
拠出金の額を算出する。  

メリット適用事業場に関しては、Ｐ５を参照してください。  

○ 一括有期事業報告書（立木の伐採の事業）…記入例１ → Ｐ１

令和７年４月１日から令和８年３月３１日までに終了した山
林であって、概算保険料の額が１６０万円未満であり、かつ素
材の生産量が１，０００㎥未満の山林を入力。

令和７年４月１日から令和８年３月３１日までに終了した元
請工事であって、概算保険料の額が１６０万円未満であり、か
つ請負金額（税抜き）が１億８０００万円未満の工事を入力。

○ 一括有期事業報告書（建設の事業）…記入例２ → Ｐ２

注意事項
林 業

建設業



  



１

素材の生産量

(立方メートル)

円

住　所

氏　名

１

素材の生産量

(立方メートル)

円

住　所

氏　名

氏 名 電話番号

労働保険番号
府県 所掌 管轄

３ ２ １ ０

〔注意〕

社会保険労務士記載欄は、この報告書を社会保険労務士が作成した場合のみ記載するこ
と。

枝番号基 幹 番 号

４ ０ ０ ２ 枚のうち ２ 枚目□ ９ △ △ △ △

様式第７号（第34条関係）（乙） 労　働　保　険

一括有期事業報告書（立木の伐採の事業）

賃金総額
名 称 及 び 住 所 延  人  員

  ○○山林伐採
　　　　ほか15件

○○市○○町ほか ○○○○○ほか
７年 ４月 12日から

８年 ３月 26日まで

人 円

事 業 の 名 称 事業場の所在地
立木所有者の氏名又は

事業の期間
使用労働者 素材１立方

ﾒ ｰ ﾄ ﾙ 当 た
りの労務費

年 　月 　日から

年 　月　 日まで

年 　月 　日から

年 　月　 日まで

年 　月　 日まで

年 　月 　日から

年 　月　 日まで

年 　月　 日まで

年 　月 　日から

年 　月 　日から

年 　月　 日まで

使用労働者

社
会
保
険
労

務
士
記
載
欄

作 成 年 月 日 ：
提 出 代 行 者 ：
事 務 代 理 者 の 表 示

労働保険番号
１

７年 ９月 ８日まで

238

島 根 労働局労働保険特別会計歳入徴収官　殿 事業主 株式会社　○○林業

氏 名 電話番号
社会保険労務士記載欄は、この報告書を社会保険労務士が作成した場合のみ記載するこ
と。

〔注意〕

株式会社　○○林業
代表取締役　○○○○　

440 1,867,500

郵便番号(　　 ○○○　 　－　　△△△△　　)
電話番号( ○○○○ － 　△△　 － △△△△ )

　○○市○○町△△△－△

6,310,9003,940851

年 　月 　日から

年 　月　 日まで

年 　月 　日から

８年  2月 19日まで
○○○○○

７年 10月 18日から

○○山林伐採

○○山林伐採 ○○市○○町 ○○○○○
７年 ８月 21日から

７年 12月 14日まで

８年　６月１８日

事業の期間

○○山林伐採 ○○市○○町 ○○○○○

事 業 の 名 称

６年 12月 20日から

７年 ４月 12日まで

計

○○山林伐採 ○○市○○町

○○山林伐採 ○○市○○町 ○○○○○

　前年度中（保険関係が消滅した日まで）に廃止又は終了があったそれぞれの事業の
明細を上記のとおり報告します。

７年 ５月 ９日から

○○山林伐採 ○○市○○町 ○○○○○
８年 １月 30日から

様式第７号（第34条関係）（乙）

一括有期事業報告書（立木の伐採の事業）

所掌

○○山林伐採 ○○○○○

立木所有者の氏名又は
賃金総額

素材１立方
ﾒ ｰ ﾄ ﾙ 当 た
りの労務費

０ ０

延  人  員

人

労　働　保　険

事業場の所在地
名 称 及 び 住 所

０

○○市○○町

枝番号基 幹 番 号府県 管轄

３ ２ □ ９ △

７年 ６月 28日まで

７年 ４月 12日から

７年 ４月 12日から

○○○○○
７年 ５月 30日まで

７年 ７月 20日まで

(法人のときはその名称及び代表者の氏名）

△ △ △ ４ ２ 枚のうち １ 枚目

円

島 根 労働局労働保険特別会計歳入徴収官　殿 事業主 

８年 ３月 22日まで

○○○○○
７年 ７月 ３日から

○○市○○町

○○山林伐採 ○○市○○町

　　８，１７８(千円単位)　×　　０.０２　＝　１６３円 （円未満切捨て）

記入例により労災保険料及び一般拠出金の額を計算すると、次のとおりになります。
○ 労災保険料

　　８，１７８(千円単位)　×　５２.００　＝　４２５，２５６円
○ 一般拠出金の額

社
会
保
険
労

務
士
記
載
欄

作 成 年 月 日 ：
提 出 代 行 者 ：
事 務 代 理 者 の 表 示

代表取締役　○○○○　

　○○市○○町△△△－△

(法人のときはその名称及び代表者の氏名）

８年　６月１８日
郵便番号(　　○○○　 　－　　△△△△　　)
電話番号( ○○○○ － 　△△　 － △△△△ )

　前年度中（保険関係が消滅した日まで）に廃止又は終了があったそれぞれの事業の
明細を上記のとおり報告します。

計 1,089 4,380 8,178,400

小　計

事業主控

事業主控

85 450 648,700

105 680 776,400

56 310 420,300

記入例１ 一括有期事業報告書（立木の伐採の事業）

素材生産量が３０㎥未満の山林に
ついては、取りまとめて入力する
ことができます。

労働保険番号は、２枚目以降にも
必ず入力してください。

２枚目以降には、小計と累計を
入力してください。

72

143

165

131

94

360

235

720

615

570

536,500

1,043,900

1,212,700

982,500

689,900

1,867,500440238

事業期間の終了日は、令和７年度中
（Ｒ７．４．１～Ｒ８．３．３１）に終了
した事業。
※詳細は「申告書の書き方」を参照のこと

〈 １ 〉



所掌

１

① ② ③
イ ロ ハ ニ

円 円 円 円

電話番号

所掌

１

① ② ③
イ ロ ハ ニ

円 円 円 円

所掌

１

① ② ③
イ ロ ハ ニ

円 円 円 円

所掌

１

① ② ③
イ ロ ハ ニ

円 円 円 円

事業の種類 37 その他の建設事業 計

００

年 　月 　日から

枝番号

枝番号基 幹 番 号

枝番号基 幹 番 号

７年 ７月  7日から

８年 １月 16日まで

７年 ７月 28日まで

年 　月　 日まで

請 負 金 額 の 内 訳

０ ０

０

( イ＋ロ－ハ ) 円

労　働　保　険 

年 　月 　日から

年 　月　 日まで

○○川河川改修工事

事 業 の 名 称

９ △ ０

様式第７号（第34条関係）（乙）

７年 11月 ９日から

枝番号基 幹 番 号

市道○○線除雪委託 ○○市○○町外

労働保険番号

島 根　労働局労働保険特別会計歳入徴収官 殿

府県

年 　月 　日から

年 　月　 日まで

○○市○○町

７年 12月 10日から

８年 ３月 30日まで

○○集合住宅
　　浄化槽設置工事

府県 管轄

○○邸改築工事

△

○○市○○町
７年 10月 17日から

７年 12月 12日まで

事業場の所在地

３ ２ □

年 　月 　日から

年 　月 　日から

年 　月　 日まで

５

△

８年 ３月 26日まで

△９

年 　月　 日まで

年 　月 　日から

○○邸改装工事

０

４枚のうち ２枚目

( イ＋ロ－ハ ) 円

事業の期間

△

年   月   日まで

０

４枚のうち ４枚目５

７年 ４月 １日まで

計

２ １

請 負 金 額 の 内 訳

７年 10月 31日から

管轄

３

○○市○○町外

年 　月　 日まで

□ ９ △ △ △

事 業 の 名 称 事業場の所在地 事業の期間

○○市○○町

７年 11月 30日まで

４枚のうち ３枚目

( イ＋ロ－ハ ) 円

△ ０△

８年 ３月 26日まで

○○市営住宅
給排水管工事外２件

○○邸内装工事 ○○市○○町
７年 ５月 22日から

７年 ６月 １日から

□

事業の種類 38 既設建築物設備工事業

様式第７号（第34条関係）（甲）〔別紙〕

年 　月 　日から

年 　月 　日から

年 　月　 日まで

３ ０ □ ９ △

府県 管轄

５

事業の種類 38 既設建築物設備工事業 計

△２ １ △労働保険番号

○○高校放送設備工事 ○○市○○町
30年 ２月 10日から

（令和７年3月31日以前
工事開始分）

年   月   日から

年   月   日から

年   月   日まで

事 業 の 名 称 事業場の所在地 事業の期間
請 負 金 額 の 内 訳

△ ５ ０３ ２ １労働保険番号
府県 管轄

０

請 負 金 額 の 内 訳

代表取締役　特別　太郎
株式会社　○○建設

前年度中（保険関係が消滅した日まで）に廃止又は終了があったそれぞれの事業の明細を上記のとおり報告します。

住　所８年 　６ 月 １８日

事業場の所在地

一括有期事業報告書（建設の事業）

郵便番号( 　○○○　－ △△△△  )

電話番号(○○○○－△△－△△△△)

労働保険番号 １

年 　月　 日まで

４枚のうち １枚目△ △

　○○市○○町△△△－△

事業の期間事 業 の 名 称

○○市○○町

○○市○○町

年 　月 　日から

年 　月　 日まで

７年 ４月 12日から

７年 11月 27日まで

基 幹 番 号

賃金で
算定

事業の種類 35　建築事業

( イ＋ロ－ハ ) 円

計

○○邸新築工事

〔注意〕 氏 名

(法人のときはその名称及び代表者の氏名）

氏　名

事業主 

社会保険労務士記載欄は、この報告書を社会保険労務士が作成した場合のみ記載すること。

社会保険

労 務 士

記 載 欄

様式第７号（第34条関係）（甲）〔別紙〕

様式第７号（第34条関係）（甲）〔別紙〕

事業主控

請負代金の額
請負代金に
加算する額

請負代金から
控除する額

請 負 金 額
労 務

費 率

作 成 年 月 日 ：
提 出 代 行 者 ：
事 務 代 理 者 の 表 示

事業主控

請負代金の額
請負代金に
加算する額

請負代金から
控除する額

請 負 金 額
労 務

費 率

事業主控

請負代金の額
請負代金に
加算する額

請負代金から
控除する額

請 負 金 額
労 務

費 率

事業主控

請負代金の額
請負代金に
加算する額

請負代金から
控除する額

請 負 金 額
労 務

費 率

記入例２ 一括有期事業報告書（建設の事業）

賃 金 総 額

賃 金 総 額

賃 金 総 額

賃 金 総 額

34,000,000

59,400,000

0

0

0

0

34,000,000

59,400,000

23 7,820,000

13,662,000

42,120,000

0

0

0

0

42,120,000

42,120,000

23 9,687,600

9,687,600

事業の種類ごとに①～④の事業開始時期別に
取りまとめて別葉に入力してください。
①平成27年３月31日以前に開始した事業

②平成30年３月31日以前に開始した事業
③令和６年３月３１日以前に開始した事業
④令和６年４月１日以降に開始した事業

２枚目以降は別紙をご使用ください。

事業の種類を選択してください。
（Ｐ4参照）

増額（又は減額）変更後の金額を入力して
ください。（消費税を含みません。）

× /100＝

請負金額が５００万円未満の事業については、
まとめて入力することができます。

11,500,000

3,000,000

2,800,000

17,300,000

0

1,350,000

0

1,350,000

0

0

0

0

11,500,000

3,000,000

4,150,000

18,650,000

23

23

23

2,645,000

690,000

954,500

4,289,500

15,000,000

2,750,000

(2,475,000)

17,750,000

15,000,000

2,750,000

17,750,000

23

23

3,450,000

632,000

(390,450)

(390,450)

4,082,500
4,472,950

(2,475,000)

(2,475,000) (2,475,000)

賃金総額（実賃）で算定した場合は、（ ）を付して入力
してください。①の「計」欄は、別計にしてください。

実賃による（ ）書きも含めた
合計額を入力してください。

請負金額とは別に、発注者などから工事用の資材等を
支給された場合はその価格を入力してください。

「36 機械装置の組立て又は据付の事業」の場合のみ、
エレベ－タ－などの機械装置の価格を入力してください。

25,400,000 0 0 25,400,000 5,842,00023

事
業
の
種
類
が
異
な
る
場
合
は
、
別
葉
に
分
け
て
入
力
し
て
く
だ
さ
い
。
（
Ｐ
4
参
照
）

0 0

0 0

0 0

0 0

42,120,000

繰越工事の記載方法
事業期間の終了日は、令和7年度中
（Ｒ７．４．１～Ｒ８．３．３１）に終了
した事業。
※詳細は「申告書の書き方」を参照のこと

厚生労働省ホームページ
「年度更新申告書計算支
援ツール」（建設事業用）
もご活用いただけます。

〈 ２ 〉



※ メリット制が適用されている場合のみ、令和６年度年度更新時申告書と併せてお送りした
　　メリット増減率を入力してください。

別添様式

注

4 3 2 1

② ③

)

- - )

月

事業主

（法人のときはその名称及び代表者の氏名）

40

7.5

7.5

郵便番号(

一般拠出金額

（②×③）

事業主控

労働局労働保険特別会計歳入徴収官　殿

氏　　　　　　　　　名

平成30年3月31日

以前のもの

21

平成27年3月31日

以前のもの

平成27年3月31日

以前のもの

氏 名

38

基準料率

住 所

別添一括有期事業報告書の明細を上記のとおり総括して報告します。
電話番号(

年

電　　　話　　　番　　　号

円

18

業種番

号 事 業 の 種 類 賃  金  総  額

-

32

23

平成19年3月31日

以前のもの

平成27年3月31日

以前のもの

17

23

0.02

①

9.5

17

メリット増減率 ％

円

管  轄

労 働 保 険 等

事業開始時期 請  負  金  額
労務費

率

令和６年度一括有期事業総括表　（建設の事業）
所掌府  県 枝  番  号基  幹  番  号

労 働 保 険 番 号

道 路 新 設 事 業

令和6年4月１日

以降のもの

令和6年3月３１日

以前のもの

平成30年4月1日

以降のもの

令和6年4月１日

以降のもの

平成30年3月31日

以前のもの

平成30年3月31日

以前のもの

平成27年3月31日

以前のもの

枚添付30

円

保険料率

89
1000分の

保  険  料  額

79
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記入例３ 一括有期事業総括表

メリット制が適用されている場合のみ、該当年度のメリット増減率

を選択ください。（Ｐ５参照）
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千円未満を切捨てた｢千円単位｣の数値

が反映されているか確認してください。

（反映されていない場合は直接入力し

てください）
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＝
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51,4684,289

4,472 67,080
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140,395,00 32,110 393,642

32,110 642
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株式会社 ○○建設

代表取締役 特別 太郎
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【31 水力発電施設、ずい道等新設事業】 

新たに水力発電施設、高さ 20ｍ以上のえん堤及びずい道を建設する工事、並びにこれらの

事業に付帯して当該工事現場内で施工される工事が該当します。 
 
【32 道路新設事業】 

道路の新設事業及び道路の改築事業（路幅の拡張又は路線変更）、並びにこれに付帯して行

われる工事が該当します。※ 路幅とは、車道、中央帯、路肩、停車帯、自転車道、自転車歩行者道、歩行

者道、植樹帯、副道によって構成される道路の横断面の長さをいいます。 
 

【33 舗装工事業】 

道路、広場等の舗装又は砂利散布等を行う事業及び広場の展圧又は芝張りを行う工事が該当

します。※ 舗装とは、下層路盤から表層までの一連の作業工程の全部又は一部をいいます。 
 

【34 鉄道又は軌道新設事業】 

鉄道又は軌道の新設線の建設及び複線化工事等新設の態様をもって施工される工事が該当

します。 

なお、ずい道新設工事の態様又は建築工事の態様をもって行われる工事等は、それぞれ該当

する事業の種類に分類します。 
 
【35 建築事業】 

建築物及び橋梁の新設、改修、復旧、維持、部分解体や資材の再度使用（そのまま用いる）

を前提とする解体等の工事並びに建築物の新設に伴う設備工事が該当します。 

新築、増改築に伴う建物内部工事はこの分類に含みます。また、既設の建物でも外壁、屋根

等外部が主たる工事もこの分類となります。 

原則的には、地面（グランドライン）より上に構築される工作物を対象とする工事が該当し

ます。 
〔例〕 太陽光発電設備装置の設置、送電線路又は配電線路の建設（埋設を除く）、工作物の解体・移動・取り外

し・撤去、門・塀・柵（落石覆い、落石防止柵等を含む）、標識・信号機・広告塔等の設置工事、タンク等
の建築工事 

 

【38 既設建築物設備工事業】 

既に建設された建築物内部において行われる内装工事、電話、給水・給湯、衛生・消火、冷

暖房などの設備工事や室内の塗装、建具の取り付けその他の内装工事が該当します。 

なお、主として建築物の外部において高所作業により既設建築物の設備工事を行う事業は

「35 建築事業」に含まれます。 
※ 建築物の新設に伴う内部設備工事業又は内装工事業は、たとえ分割発注であっても、本分類から除かれ「35

建築事業」に分類されます。 
 

【36 機械装置の組立て又は据付けの事業】★4 

エレベーター、エスカレーター、冷凍機、空気調節機、ボイラー、起重機等の組立て又は据

付けを行う工事及び索道建設工事が該当します。なお、建設工事に使用するための機械装置の

組立て又は据付けを行う工事は、当該建設工事に付帯する工事として取り扱います。 
※ 本分類は、労務費率を「組立て又は取付けに関するもの」と「その他のもの」に区分してありますが、「そ

の他のもの」に該当するのは機械装置の基礎台の建設を行う工事のみです。 
 

【37 その他の建設事業】 

ずい道、道路、鉄道又は軌道の改修、復旧又は維持を行う等のいわゆる土木工事、沈没物の

引揚げ等、他に分類されない建設工事が該当します。 
〔例〕 土地造成、配管等の埋設、砂防施設の建設、道路の改修・復旧又は維持工事（路幅の拡張を伴うものは「３

２道路新設事業」）、河川又はその附属物の改修・復旧又は維持工事、ボーリング作業、除雪作業、えん堤の
建設工事（高さ 20ｍ未満のもの）、水門樋門の建設、重機を用いて行う造園の事業、地下に構築する各種タ
ンク・プール・貯水池等の建設工事、工作物の解体事業（35 を除く）、路面標識等の表示工事 

 
★１ 事業の種類は完成されるべき工作物等により決定されます。それにより判断し難い場合は、主な工事

作業内容（賃金の多寡）により判断します。 
★２ 事業の種類の異なる２種類以上の工事を行う場合であっても、それぞれに独立性が認められない場合

は、分割又は一括請負であっても、同一の事業の種類を適用します。 
★３ 主たる工事と直接的に関連のある工事で、かつ、同一時期又は主たる工事が完成されるまでの間の一

定期間において施工される付帯事業は、主たる工事の事業の種類を適用します。 

事業の種類（建設の事業） 



★4　請負代金から控除することができる控除対象工事用物は「機械装置の組立て又は据付けの事業」（業種番号36）の機械装置のみです。

　1.　湿式排煙脱硫装置 7.　連続鋳造機 13.　エスカレーター
　2.　火力発電所ボイラー 8.　発砲ポリスチレンプラント 14.　石油精製、石油化学プラント
　3.　原子炉 9.　電気集塵装置 15.　水力発電設備
　4.　ゴミ焼却装置 10.　ガス発生装置 16.　索道（ロープウェイ、ゴンドラリフト、リフト）
　5.　原子力発電所タービン 11.　水処理設備
　6.　抄紙機（改造） 12.　エレベーター
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事業の種類
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舗 装 工 事 業 9 9.42 9.84

8.16 8.58 34 9

9.96 10.48

8.58 33

12.04 12.566.84 7.36 7.88

　メリット適用事業場については、昨年度送付した令和７年５月３１日付けの｢労災保険率決定通知書｣
（令和７年度分）（対象事業場のみ通知）に記載されている「増減率」に基づき、工事の開始時期に応
じた保険料率により保険料を算定することになります。

　メリットは、令和６年度まで適用されていた場合や、令和７年度から新たに適用されている場合があ
りますので、保険料算定に用いる料率にご注意ください。

　ご不明な点がある場合は、事務を委託している労働保険事務組合、島根労働局総務部労働保険徴収室
又は最寄りの労働基準監督署にお問い合わせください。

30.66 32.33 31 34 35.67 37.34

【 開始時期が令和７年４月１日以降の事業 】

減　　　　　少　　　　　率　（-□％） 事業の種類及び基準料率 増　　　　　加　　　　　率　（+□％）

事業の種類

20.64 22.31 23.98 25.65 27.32 28.99 42.35 44.02 45.69 47.3639.01 40.68

8.40 8.92 9.44 14.12 14.64 15.16

5.64 6.06 6.48 6.90 7.32 7.74 8.16 10.26 10.68 11.10 11.52 11.94 12.36

32 道 路 新 設 事 業 11 11.52 13.08

5.64 6.06 6.48 6.90 7.32 7.74 9.42 9.84 10.26

7.72 8.165 8.61 9.055 35 建 築 事 業

9.72 10.29 10.86 11.43 38

9.96 10.68 11.40 12.12 18.60 19.3212.84 13.56 14.28 37 その他の建設事業 15 20.76

6.54 6.81

15.72 16.44 17.16 17.88

57.14 59.71

20.04

69.99

7.08 7.35 7.62 7.89

34.01 36.58 39.15 41.72 44.29 62.28 64.85 67.4246.86 49.43

【 開始時期が 平成３０年４月１日以降の事業 】

02又
は03

林 業 52 54.57

道 路 新 設 事 業

建 築 事 業

9.24 9.96 10.68 11.40 12.12 12.84 13.56 14.28 37 その他の建設事業 15 15.72 16.44 17.16 17.88 18.60

14.85

57.03
02又
は03

林 業 60

4.14 4.435 4.73 8.86

80.79

※１　例：昨年度送付した「労災保険率決定通知書」（令和７年度分）に記載されている増減率が「－１０％」の
場合の「０２又は03 林業」の保険料率は、平成３０年 ４月１日以降に開始した事業では54.06／１０００、令和
７年４月１日以降に開始した事業では46.86／１０００となります。

※2　工事開始時期が平成２７年３月３１日以前のメリット料率に関しては、島根労働局労働保険徴収室に照会してく
ださい。

62.97 65.94 68.91 71.88

5.025 5.32 5.615 7.975 8.27 8.565

19.32 20.04 20.76

39.21 42.18 45.15 48.12 74.85 77.8251.09 54.06

労災メリット適用事業場の皆様へ

一括有期事業「メリット」制適用事業場に対する労災保険率

注：31 水力発電施設・ずい道等新設事業に係る労災保険料率に
つきましては、「労災保険率決定通知書」等に記載されている
内容にて、ご確認ください。

右上の注釈をお読みください。 右上の注釈をお読みください。

〈 ５ 〉



　


